
0 

 
 
 
 
  

 



1 

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 
平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
さて、当社第64期事業年度（平成23年３月１日から平成24年２月29

日まで）における事業の概況をご報告申しあげます。 
当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災により原子力災

害、電力の制約、インフラ等に甚大な影響を受けました。タイの洪水
では多くの企業で、生産活動や輸出採算の悪化等の影響に見まわれ、
欧州債務危機では世界経済の減速や長引く円高、株安等の影響によ
り、先行き不透明な状況が続いております。 
建築金物業界におきましては、東日本大地震の影響で一時止まって

いた工事などが年度末に向けてようやく動き出したことや、政府によ
る住宅支援政策、また一部で堅調な民間設備投資により、当期間は新
設住宅着工戸数に持ち直しが見られました。 
また、オフィスビル等の建築需要は、都市型の大型開発物件は堅調

に推移したものの、材料原価や需要に先行き不安な状況が続いている
ことから、本格的な回復には至らず、当業界の先行き需要に対するシ

 

ェア確保のための企業間競争は厳しく、経営環境は依然として極めて厳しい状況が続きました。 
このような状況の下、当社は主力の建築金物において、賃貸集合住宅向け及び高齢者向け医療施

設などの増加の流れに対して、引き戸及び開き戸の引き込み装置や高気密・高断熱など省エネ機能
タイプの点検口等の拡販に努力をしてまいりました。 
また、比較的工期が短い中小のオフィスビルや賃貸集合住宅の新築及びリフォーム等の市場向け

に付加価値の高いアルミ製軽量庇、木目調の外装ルーバーの製品開発を進めてまいりました。エク
ステリアでは、スチール製ゴミ置き場、自転車置き場ルーフ、設置面積を有効に活かせる垂直２段
式昇降型自転車ラック等の製品開発を進めてまいりました。 
生産部門では国内６拠点の工場で、それぞれ製品の物流コストや原材料費の見直しや、在庫及び

販売管理費の削減を継続し、収益の確保に取り組んでまいりました。 
以上の結果、当事業年度の売上高につきましては、前事業年度比4.2％増の99億87百万円となり

ました。利益面では、製造経費や販売管理費の削減により、営業利益は前事業年度比5.3％増の６
億１百万円、経常利益は前事業年度比4.3％増の６億７百万円となりました。当期純利益は、投資
有価証券評価損36百万円や固定資産除却損23百万円などが発生しましたが、前事業年度比17.9％増
の３億53百万円となりました。 
セグメントの業績は、次のとおりであります。 
(セグメント売上高)：当事業年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

 
セグメントの名称 金額(千円) 前期比(％) 構成比(％) 

建 築 関 連 製 品 9,837,447 104.5 98.5 

不 動 産 賃 貸 149,691 91.4 1.5 

合  計 9,987,138 104.2 100.0 
 
（建築関連製品） 
建築関連製品につきましては、建築金物及びエクステリア等の主力製品の市場において、民間

賃貸向け集合住宅の着工は堅調な回復が見られました。また、一般集合住宅の新築では、景気の
低迷や震災の影響がありましたが回復が見られ、マンション販売は堅調に推移しており、引き続
き新築着工戸数は回復傾向にあります。このような中、需給バランスを考慮した生産体制に留意
しながらも、住宅メーカー向け商材開発及び営業活動の強化に努めてまいりました。その結果、
売上高は98億37百万円と前事業年度に比べ４億20百万円（4.5％）の増収、セグメント利益（営
業利益）は11億21百万円と前事業年度に比べ73百万円（7.0％）の増益となりました。 
（不動産賃貸） 
不動産賃貸関連につきましては、法人向けテナントは安定した収益を確保したものの、収益の

主力でありますワンルームマンションについては、法人需要や学生等の単身者世帯の縮小が続く
中、中小の新築賃貸住宅との競合もあり、入居者の獲得に向け厳しい状況が続いております。そ
の結果、売上高は１億49百万円と前事業年度に比べ14百万円（8.6％）の減収、セグメント利益 
(営業利益）は65百万円と前事業年度に比べ14百万円（18.3％）の減益となりました。 

 
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解をいただき、ご支援ご鞭撻を賜りますよう

お願い申しあげます。 
 

平成24年５月 

代表取締役社長 
藤 岡 洋 一 



2 

■ 製品分類別の売上高 
（単位：千円） 

 

期 別 
品 目 

前事業年度 

(
平成22年３月１日から

平成23年２月28日まで )
 

当事業年度 

(
平成23年３月１日から

平成24年２月29日まで )
 

対前期増減 

 建 築 金 物 4,186,276 4,311,773 125,497 

 外 装 用 建 材 1,246,140 1,508,861 262,720 

建 材 5,432,417 5,820,635 388,217 

エ ク ス テ リ ア 3,222,562 3,224,194 1,631 

そ の 他 762,010 792,617 30,607 

小 計 9,416,990 9,837,447 420,457 

不 動 産 賃 貸 計 163,826 149,691 △  14,135 

合 計 9,580,816 9,987,138 406,321 

 

■ 主要品目及び売上構成比率 
 

区       分 主  要  品  目 

売 上 構 成 比 率 

前事業年度 

(平成22年３月１日から
平成23年２月28日まで)

 

当事業年度 

(平成23年３月１日から 
平成24年２月29日まで ) 

 

建 
  

築 
  

関 
  

連 
  

製 
  

品 

 

建 築 金 物 

％ ％ 

 点 検 口

43.7 43.2 

 ド ア ハ ン ガ ー

 ハ ン ガ ー レ ー ル

 カ ー テ ン レ ー ル

 ピ ッ ト

 マット・グレーチング

 型 鋼

 そ の 他 建 築 金 物

 

外 装 用 建 材 

外 装 パ ネ ル

13.0 15.1 
 金 属 製 笠 木

 目 隠 し パ ネ ル

 そ の 他 外 装 用 建 材

建             材 56.7 58.3 

エ ク ス テ リ ア 

自 転 車 置 場

33.6 32.3 

物 置

ガ レ ー ジ

ホ ー ム タ ン ク

門 扉

そ の 他 エ ク ス テ リ ア

そ の 他 

施 工

8.0 7.9 ホームセンター向け商品

そ の 他

小              計 98.3 98.5 

不 動 産 賃 貸 計 不 動 産 賃 貸 1.7 1.5 

合              計 100.0 100.0 
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■ 貸 借 対 照 表 
（単位：千円） 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 
前事業年度末
(平成23年２月28日)

当事業年度末
(平成24年２月29日)

科   目 
前事業年度末
(平成23年２月28日)

当事業年度末 
(平成24年２月29日) 

 
流 動 資 産 

現金及び預金 
受 取 手 形 
電子記録債権 
売 掛 金 
商 品 
製 品 
原 材 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
前 払 費 用 
繰延税金資産 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機械及び装置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
無形固定資産 
特 許 権 
ソフトウェア 
電 話 加 入 権 
そ の 他 

投資その他の資産 
投資有価証券 
関係会社株式 
出 資 金 
破産更生債権等 
長期前払費用 
繰延税金資産 
保 険 積 立 金 
会 員 権 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
6,523,522
1,614,810
1,843,978

11,918
1,844,059

3,503
588,914
310,397
156,167
22,163
7,385

104,612
14,994
1,359
△742

6,008,760
5,045,861
2,391,936

54,166
298,047

7,807
92,958

2,187,454
13,490
43,976

97
24,205
13,848
5,825

918,922
278,919
20,000
2,475
2,835
9,976

22,575
482,882
100,400
32,317

△33,459

6,764,048
1,529,975
2,014,797

31,150
1,956,471

6,631
607,490
301,606
164,010
24,757
5,895

117,878
2,393
6,590

△5,602
5,959,259
4,912,415
2,379,462

53,362
224,366
10,452
59,758

2,184,844
169

58,725
28

39,526
13,848
5,321

988,118
310,903
20,000
2,475

25
7,409

59,084
494,560
75,753
27,025

△9,119

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未払法人税等

未払消費税等

未 払 費 用

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

役員賞与引当金

そ の 他

固 定 負 債 

役員退職慰労引当金

そ の 他

2,716,432

346,545

1,300,960

300,000

199,952

200,970

17,397

125,381

28,217

6,225

162,000

20,000

8,782

266,567

200,675

65,892

 
2,558,787 

449,322 

1,308,275 

― 

147,592 

251,703 

26,831 

126,762 

28,290 

6,625 

180,000 

25,000 

8,384 

292,806 

227,825 

64,981 

負 債 合 計 2,983,000 2,851,594 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

9,563,901

481,524

250,398

249,802

596

8,885,877

120,381

8,765,496

1,424

7,300,000

1,464,071

△53,898

△14,619

△14,619

 
9,846,680 

481,524 

250,398 

249,802 

596 

9,168,938 

120,381 

9,048,557 

1,078 

7,500,000 

1,547,478 

△54,180 

25,033 

25,033 

純 資 産 合 計 9,549,282 9,871,713 

資 産 合 計 12,532,283 12,723,308 負債純資産合計 12,532,283 12,723,308 
 
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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■ 損 益 計 算 書 
（単位：千円） 

 

科 目 
前事業年度 

(平成22年３月１日から
平成23年２月28日まで)

 

当事業年度 

(平成23年３月１日から 
平成24年２月29日まで )

 

売 上 高 9,580,816 9,987,138 

売 上 原 価 6,324,059 6,608,333 

売 上 総 利 益 3,256,757 3,378,805 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,686,114 2,777,746 

営 業 利 益 570,642 601,059 

営 業 外 収 益 47,827 37,848 

営 業 外 費 用 36,485 31,651 

経 常 利 益 581,985 607,255 

特 別 利 益 1,224 327 

特 別 損 失 44,033 64,259 

税 引 前 当 期 純 利 益 539,175 543,323 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 244,850 263,046 

法 人 税 等 調 整 額 △5,521 △73,298 

当 期 純 利 益 299,846 353,575 
 
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

■ キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円） 

 

科 目 
前事業年度 

(平成22年３月１日から
平成23年２月28日まで)

 

当事業年度 

(平成23年３月１日から 
平成24年２月29日まで )

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 694,423 589,746 

投資活動によるキャッシュ・フロー △137,998 △304,545 

財務活動によるキャッシュ・フロー △340,782 △370,537 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,870 500 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少) 205,771 △84,835 

現金及び現金同等物の期首残高 674,039 879,810 

現金及び現金同等物の期末残高 879,810 794,975 
 
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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パーソナルからパブリックスペースまで 

街と人の本当の暮らしやすさを支える 

ダイケンの景観創造商品 

 

毎日の暮らしを快適に維持し続けるために、そこには常に最新の技術と工夫があります｡ 

普段はあまり気にかけない「問題がなくて当然なもの」への配慮こそ、本当の意味での

快適さを支えているといえます｡ 

ダイケンでは現場からのフィードバックをもとに、より優れた製品の研究・開発を行っ

ております｡ 

あらゆるシーンでの「あたりまえ」を実現するダイケンの商品ラインナップを、ぜひ 

ご活用ください｡ 

 

     

アルミ庇「RS-CFM｣  床下収納庫「PKT｣   

     

集合郵便受「ポステック｣  鋼製物置「DM-J｣   
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■ 会社の概要（平成24年２月29日現在)  ■ 役   員（平成24年５月24日現在) 
 
商 号 株式会社ダイケン  代表取締役社長 藤 岡 洋 一
設 立 年 月 日 昭和23年３月26日  常 務 取 締 役 松 井 浩 治
資 本 金 481,524,000円  取 締 役 田 淵 敦 司
従 業 員 数 299名  取 締 役 北 川 淳 二

    取 締 役 北 脇  昭
    常 勤 監 査 役 小 畑 芳 三
    社 外 監 査 役 阿 部 幸 孝
    社 外 監 査 役 橋 田 光 正
       

 
■ 拠 点 紹 介（平成24年５月24日現在)    
 
本  社  岡山営業所 
〒532-0033 大阪市淀川区新高2-7-13 
TEL.06(6392)5551㈹ FAX.06(6397)8600 

 〒709-0614 岡山市東区竹原2186 
TEL.086(297)9100㈹ FAX.086(297)7412 

札幌支店  広島営業所 
〒004-0801 札幌市清田区里塚一条1-9-1 
TEL.011(881)3121㈹ FAX.011(881)3110 

 〒730-0804 広島市中区広瀬町5-17 
      (第一中野ビル) 
TEL.082(294)9181㈹ FAX.082(294)0331 

東京支店  福岡営業所 
〒130-0024 東京都墨田区菊川1-12-5 
TEL.03(3633)6551㈹ FAX.03(3633)6556 

 〒812-0888 福岡市博多区板付1-3-6 
TEL.092(482)8112㈹ FAX.092(482)8114 

名古屋支店  東京西出張所 
〒491-0822 愛知県一宮市丹陽町伝法寺4360-9
TEL.0586(77)7561㈹ FAX.0586(77)7452 

 〒207-0015 東京都東大和市中央4-962-12-101 
TEL.042(567)1338㈹ FAX.042(567)1366 

大阪支店  室蘭工場 
〒532-0033 大阪市淀川区新高2-7-13 
TEL.06(6392)5556㈹ FAX.06(6395)8257 

 〒050-0074 北海道室蘭市中島町4-15-3 
TEL.0143(43)3223㈹ FAX.0143(43)3227 

盛岡営業所  成田工場 
〒020-0066 岩手県盛岡市上田2-12-31 
      (工藤第２ビル３Ｆ-Ａ) 
TEL.019(629)2202㈹ FAX.019(629)2208 

 〒286-0225 千葉県富里市美沢11-1 
TEL.0476(90)0711㈹ FAX.0476(90)0715 

仙台営業所  十三工場 
〒983-0034 仙台市宮城野区扇町5-11-26 
TEL.022(235)4380㈹ FAX.022(236)6894 

 〒532-0021 大阪市淀川区田川北2-5-67 
TEL.06(6302)7721㈹ FAX.06(6302)7727 

埼玉営業所  兵庫工場 
〒331-0812 さいたま市北区宮原町4-57-7
      (斉藤本館ビル) 
TEL.048(667)9381㈹ FAX.048(667)9385 

 〒675-2101 兵庫県加西市繁昌町534-1 
      (加西工業団地内) 
TEL.0790(47)1365㈹ FAX.0790(47)1367 

神奈川営業所  岡山工場 
〒220-0023 横浜市西区平沼1-5-7 
TEL.045(316)3901㈹ FAX.045(316)3904 

 〒709-0614 岡山市東区竹原2186 
TEL.086(297)2301㈹ FAX.086(297)4853 

静岡営業所  津山工場 
〒422-8036 静岡市駿河区敷地2-9-20 
TEL.054(237)5375㈹ FAX.054(237)6982 

 〒708-0844 岡山県津山市瓜生原757-2 
      (津山中核工業団地内) 
TEL.0868(26)7721㈹ FAX.0868(21)7073 

 



 

 
  

事 業 年 度 毎年３月１日から翌年２月末日まで 
期末配当金受領株主 
確 定 日 

２月末日 

中間配当金受領株主 
確 定 日 

８月31日（中間配当を実施する場合) 

定 時 株 主 総 会 毎年５月 
株主名簿管理人 
特別口座の口座管理機関 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同 連 絡 先 
 
 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
TEL. 0120-094-777（通話料無料) 

上場証券取引所 大阪証券取引所 ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード） 
公 告 方 法 

 
 
 
 

電子公告により行う 
公告掲載 http://www.daiken.ne.jp/ir/koukoku.html 
(ただし、電子公告によることができない事故、その他
のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に
公告いたします｡) 

 
株式に関するお手続きについて 
 

証券会社でお取引をされている株主様 
 

お手続き 
お問い合わせ先 

お取引のある証券会社 

お手続き内容 
住所・氏名等のご変更、単元未満株式の買取請求、配当金受
取り方法のご指定、相続に伴うお手続き等 

留意事項 
未払配当金のお支払いにつきましては、株主名簿管理人であ
る三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部が承ります｡ 

 
特別口座に記録されている株式をお持ちの株主様 

 
お手続き 
お問い合わせ先 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
TEL. 0120-094-777（通話料無料） 

手続用紙のご請求方法 

●音声自動応答電話によるご請求 
 TEL. 0120-244-479（フリーダイヤル） 
●インターネットによるダウンロード 
 http://www.tr.mufg.jp/daikou/ 

お手続き内容 
特別口座から一般口座への振替請求、住所・氏名等のご変
更、単元未満株式の買取請求、配当金受取り方法のご指定、
相続に伴うお手続き等 

留意事項 

①特別口座では、株式の売却はできません。売却するには、
証券会社に口座を開設したうえで株式の振替手続きが必
要となります。 

②配当金の受領方法として株式数比例配分方式はお選びいた
だけません。 

 
特別口座について 
株券電子化前に証券保管振替機構（ほふり）を利用されていなかった株主様のご所有株式は、
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に開設された口座（特別口座）に記録されています。 
特別口座の詳細につきましては、上記三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部にお問い
合わせください。 
 
ニュースメール配信サービスのご案内 
当社では、ホームページにニュースリリースや新しいコンテンツが掲載された際に、ご登録者
の皆さまにそのタイトルとＵＲＬを電子メールにてお知らせするサービスを行っております。
(ニュースメール配信サービス) 
ご希望の株主様には、こちらのサービスの送信先メールアドレス（携帯電話のメールアドレス
不可）を、当社ホームページ（http://www.daiken.ne.jp/）または、ディア・ネットサービス 
(https://www.dirnet.jp/) から簡単にご登録（無料）いただけます。

 
http://www.daiken.ne.jp 

株 主 メ モ


